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東扇島堀込部土地造成事業に伴う川崎市と東海旅客鉄道株式会社との基本協定締結について

２．経 緯
平成29年 6月 1日 JR東海からの建設発生土の受入要請

6月16日 環境委員会＜東扇島堀込部土地造成事業に係る建設発生土の受入要請等について＞

8月28日 受入要請に対する本市の回答

発生土の東扇島堀込部土地造成事業への有効活用に関する覚書の締結

8月30日 環境委員会＜東扇島堀込部土地造成事業の実施に向けた考え方について＞

10月11日 公有水面埋立免許の出願

12月14日 公有水面埋立の出願に関する議決

平成30年 2月 9日 国土交通大臣の認可

3月 1日 公有水面埋立免許の取得・告示

3月16日 平成３０年度予算議案可決

3月20日 東扇島堀込部土地造成事業に伴う川崎市と東海旅客鉄道株式会社との

基本協定締結

3月23日 環境委員会＜基本協定締結について【机上配布】＞

１．概 要
川崎市と東海旅客鉄道株式会社（以下「JR東海」という。）は、「東扇島堀込部土地

造成事業に伴う護岸築造工事及び埋立管理等の施行に関する基本協定」を、平成３０年

３月２０日に締結いたしました。市内にある中央新幹線梶ヶ谷非常口から搬出される建

設発生土を、東扇島堀込部土地造成事業の埋立用材として有効活用することで、本市財

政負担の軽減が図られるとともに、埋立用材の安定確保により土地需要に対応した早期

の土地造成を実現することが可能となります。

４．建設発生土の東扇島堀込部土地造成事業への有効活用に関する覚書
ＪＲ東海より、中央新幹線事業に伴う市内梶ヶ谷非常口から搬出される建設発生

土を東扇島堀込部土地造成事業において受け入れることについて、本市に要請があ
りました。これを受け、平成２９年８月に本件に関する覚書を締結しました。

【覚書の主な内容】
① 受入予定期間及び取扱予定土量
• 平成３２年度から平成３７年度
• 概ね１４０万ｍ３

② 建設発生土の品質等
• 廃棄物処理法に規定する建設汚泥でないもの。
• 海防法など公有水面埋立免許で定める基準等に適合するもの。

③ 役割分担
ＪＲ東海：積出地までの運搬、積出地から受入地までの搬入
市 ：護岸築造工事、埋立管理、基盤整備等

④ 費用負担
ＪＲ東海：護岸築造工事、埋立管理費用等
市 ：基盤整備費用等（埋立竣功後）

⑤ 解除
• 埋立免許が取得できない場合は解除

５．本市とJR東海との基本協定
平成３０年３月２０日、「建設発生土の東扇島堀込部土地造成事業への有効活用

に関する覚書」に基づき、東扇島堀込部土地造成事業に伴う護岸築造工事及び埋立
管理等の施行に関する基本協定を締結しました。

６．今後のスケジュール（予定）
平成３０年度 工事着手
平成３２年度以降 発生土の搬入
平成４０年度以降 土地利用の推進

【基本協定の主な内容】
① 工事の位置及び範囲
② 協定の期間
• 締結日より平成３８年３月３１日まで

③ 工事の内容及び施行
• 川崎市は護岸築造工事・埋立管理等を行う

④ 発生土の運搬及び搬入
• ＪＲ東海は、できる限り鉄道貨物を活用して臨海部の積出地まで運搬

し、積出地から海上輸送により発生土の受入地まで搬入する
• 発生土の予定取扱土量は概ね１４０万ｍ３

⑤ 発生土の品質等
• 公有水面埋立免許で定める基準等に適合するもの
• 発生土の品質に関する検査方法については、甲乙協議の上定める

⑥ 工事の費用及び負担等
• 工事に必要な費用はＪＲ東海が負担

資料
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３．東扇島堀込部土地造成事業
（１）事業の目的

川崎港における港湾物流機能の強化と企業活動の継続性を確保することを目的として、

増加するコンテナ貨物や完成自動車に対応する用地を確保するため、東扇島堀込部にお

いて建設発生土を埋立用材として受入れて、海面埋立による土地造成を行います。

（２）事業の概要

埋立面積：約１３．２ｈａ

埋立土量：約１４０万ｍ３

整備内容：護岸築造工事、埋立工事、基盤整備工事等

事 業 費：約２４０億円（内埋立関連約２００億円）
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